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パリ協定成立までのおおまかな流れ
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パリ協定成立以降のおおまかな流れ
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パリ協定の中での「資金」「損失と損害」の位置づけ

気温上昇を1.5℃／2℃未満に抑える世界

温室効果ガス排出量削減
今世紀後半実質ゼロ 気候変動影響の軽減 発生被害への救済等

緩和 適応 損失と損害

各国の排出量削減目標
＋適応・資金・技術・キャパシティ・ビルディング

NDC（国別目標）

資金 技術開発・移転 キャパシティ・ビルディング
（人材育成等）

5年ごとの
見直し

世界全体で
の進捗確認

段階的な改善
（2025・2030年以降も視野に）

国連外の取り組み（企業・自治体・NGO）の取り込み

メカ

森林

「透明性」
枠組み
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気候資金
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UNFCCC下での気候資金
GEF（地球環境ファシリティ）

GCF（グリーン気候基金）

1994年条約発効から資金メカの運用組織として

2001年に当初は京都議定書の下に設立

特別気候変動基金（SCCF）

後発開発途上国基金（LDCF）

適応基金（AF）

損失と損害に対応するための基金

資金に関する常設委員会の報告

⾧期資金

基金として
あるもの

※それぞれの基金か
らの報告や、基金に
対する指針が議題と
してある

CMAでの
主要な議題

2010年に設立。現在はパリ協定下の中心的基金。

2022年に設立→2023年に運用化合意

適応に関する気候資金倍増目標に関する報告

※資金関連だけでも、
上記基金関係と合わせ
て全部で11個ある。
一部はCOPと共通議題。

2001年に条約の下に設立。共にGEFによる管理。

COP26で合意された同目標についての進捗確認

様々な資金メカに間をつなぐ役割。数字の整理も

今回の主要議題である2025年以降の資金目標
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世界全体の気候資金の流れ（2019～2022年）

クリーンエネルギーシステム 持続可能な運輸 建築物・インフラ 産業 AFOLU その他緩和 その他適応 その他緩和と適応

気候資金全体の流れは増加傾向にある

計1.3兆ドル

計0.8兆ドル 63％増

（出所） Standing Committee on Finance (2024) Report of the Standing Committee on Finance. Addendum. Sixth Biennial Assessment Overview of Climate Finance Flows. 
FCCC/PA/CMA/2024/8/Add.1 https://unfccc.int/documents/641050
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必要な金額との比較ではまだ少ない

（出所） Standing Committee on Finance (2024) Report of the 
Standing Committee on Finance. Addendum. Sixth 
Biennial Assessment Overview of Climate Finance Flows. 
FCCC/PA/CMA/2024/8/Add.1
https://unfccc.int/documents/641050

年間の資金の流れ
＝1.3兆ドル

世界全体を排出量ネットゼロ
にするために必要な年間投資

＝4.2兆ドル
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途上国のNDC達成その他に見られるニーズ

（出所） Standing Committee on Finance (2024) Report of the Standing 
Committee on Finance. Addendum. Second report on the 
determination of the needs of developing country Parties related 
to implementing the Convention and the Paris Agreement. 
FCCC/PA/CMA/2024/8/Add.2 https://unfccc.int/documents/641151

途上国のNDCには
• 142か国が総計5760のニーズを記載
• うち98か国が2763のニーズについて金額提示
• 金額合計は5.0～6.8兆ドル
（2030年までの累積）

• 年間に直すと4550～5840億ドル

途上国のニーズを決定する報告書（NDR）
の第2回目
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専門家グループによるニーズの試算

中国を除く途上国のニーズ
2030年まで毎年
総額で2.4兆ドル
国際支援として1兆ドル

COP26・COP27の両議⾧およびUNハ
イレベルチャンピオンの要請で設立さ
れたハイレベル独立専門家グループに
よる2回目の報告書

（出所） Bhattacharya A, Songwe V, Soubeyran E and Stern N (2023) A climate finance framework: decisive action to deliver on the Paris Agreement - Summary. London: 
Grantham Research Institute on Climate Change and the Environment, London School of Economics and Political Science
https://www.lse.ac.uk/granthaminstitute/publication/a-climate-finance-framework-decisive-action-to-deliver-on-the-paris-agreement-summary/
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2015 2020 2025 2030

新規合同数値目標（New Collective Quantified Goal）議論の推移

2009年 コペンハーゲン合意 ＋ 2010年 カンクン合意

• 2020年までに年間1000億ドルを動員する

2015年 パリ協定 ／ COP21決定

• 引き続き先進国は途上国への資金を供与する
• 1000億ドルの資金供与を2025年まで継続する
• 2025年より前に新しい資金目標についても合意する
• 新資金目標は1000億ドルを底とすること

2021年 COP26（CMA3）決定
1000億ドル

• 2022年～2024年を期間とする特別作業計画において、気候資金に関
する新規合同数値目標（New Collective Quantified Goal）を議論す
る。年4回の専門家対話（TED）。

2023年 COP28（CMA5）決定

• COP29 (CMA6) に向けて、3回のTEDと特別作業計画会合
（MAHWP）で交渉テキスト草案を作っていくことに合意。
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気候資金の状況（OECDの整理）
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（出所） OECD (2024) Climate Finance Provided and Mobilised by Developed Countries in 2013-2022 https://doi.org/10.1787/19150727-en. 
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• 2020年時点では1000億ドル目標は達成できず、2年遅れの2022年時点での達成となった。
• COP26で掲げられた「2025年までに2019年比で適応資金2倍」目標へは、本統計をベースにするなら半分まで来た。
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気候資金の現状に関する他の推計

（出所） Standing Committee on Finance (2024) Report of the Standing Committee on Finance. AddendumSecond report on progress towards achieving the goal of 
mobilizing jointly USD 100 billion per year to address the needs of developing countries in the context of meaningful mitigation actions and transparency on 
implementation. FCCC/PA/CMA/2024/8/Add.3 https://unfccc.int/documents/641041

左はSCF自身による各
年報告書からのまとめ、
右はオックスファム報
告書
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金額規模と時間軸グループ

2025年から2029年まで年1.1兆ドルの動員
年最低4410億円の供与

アラブ

2030年まで年1.3兆ドル、累積6.5兆ドルアフリカ交渉官グループ

2035年まで年XXX兆ドルを、無償もしくは無償と同等の形式で供与する。加えて、XXX兆ドルを動
員する。
そのうちXX%を適応に、XX％を緩和に、XX％を損失と損害に。

AILAC

少なくとも年XXX兆ドルを、無償と同等の形式で供与する。加えて、少なくとも年XXX兆ドルを動
員する。分野ごとにX％という目標を定める。

AOSIS

2035年までにXX兆ドルの世界中の投資資金の流れを。うちXX十億ドルを国際的に供与および動員
された気候資金として。

EU

年単位での無償資金ベースでの目標であるべき。分野ごとの目標があるべき。時間軸は10年単位で、
5年ごとの見直しが必要。

LDC

世界的に、〇〇年までにX兆ドルを投資する（公的・民間、国際・国内）。支援はXX十億ドル。US

MAHWP: Updated input paper より抜粋 ※分かりやすさ優先のざっくりとしたまとめのため、正確性には欠ける

各国のおおよその立場

NCQG/2024/MAHWP3/Co-chairs’InputPaper/11
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交渉テキスト内で目標について示されている選択肢案
【選択肢1】目標年までもしくはある期間内での、先進国から途上国への気
候資金の供与（provision）および動員（mobilization）に関する、年間で
の金額目標
【選択肢2】途上国に対する国際支援およびその他要素（民間資金等）を核
とする、世界全体もしくは途上国に対する投資（investment）の、年間で
の金額目標
【選択肢3】選択肢1・選択肢2をある期間の累積目標としたもの

現状の交渉テキスト案に見られる議論の分かれ目

上記の主要な選択肢に明らかに見られる論点以外にも以下のような論点がある

• 途上国の一部が参加するのか（※選択肢2の中には先進国と“他の国々”とった表現
も見られる）

• 無償資金ベース（grant-equivalent）での数字が入るのか
• 先進国内の負担分担を明確にするのか
• テーマごと（緩和、適応、損失と損害など）
• 受取国の中で島嶼国や後発開発途上国を特別にするのか

FCCC/PA/CMA/2024/9/Add.1



損失と損害
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COP27・28での「損失と損害」基金の設立と運用化

COP27
（シャルムエルシェイク） • 「損失と損害」に関する基金の設立を決定

COP28
（ドバイ）

• 「損失と損害」に関する基金の運用化を決定
• 基金は、（条件付きで）世銀によってホストされつつも、独立した事務局が設けら
れ、26名からなる理事会によって管理されることが決まった

• 各国が拠出の意思表明を開始し、約7億9200万ドルの表明があった。
• COP後、第2回目の理事会会合（7月）で、フィリピンが理事会のホスト国に

途上国
• 具体的な基金の設立を要求。
• 損失と損害は分野の性質上、公的資金の役
割が大きい。

先進国
• 膨大な額になりえること、賠償・補償問題
に繋がることを危惧。

• 既存の資金源や民間も含めた多様な資金源
での対応を主張。
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COP29で期待される成果＋α

気候資金に関する
新規合同数値目標（NCQG）

の中での位置づけ

その他

• COP29では、新しい気候資金目標が主要議題になる
• 具体的には、これまでの「2020年までに年間1000億ドルの資金動
員」という目標に代わる、2025年以降の新しい目標を設定する

• その新しい気候資金目標＝新規合同数値目標（NCQG; New 
collective quantified goal）の全体目標が決まる一方で、「損失
と損害」が下位目標のような形で位置づけられるかどうか

• これまで、「損失と損害」への対策を議論する主要な場として機能
してきたワルシャワ国際メカニズム（WIM）のレビューが行われる

• 2013年の設立から10年が経過している。大きな変更が予定されて
いるわけではないが、基金との連携は期待されている

基金の理事会
• COP後の12月に第4回理事会会合が開催される
• 基金が、本当に資金を配れるようになるまでには、まだ合意しなけ
ればいけない規則類が残っている


